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国の機関又は地方公共団体が行う行為について 

 

国の機関又は地方公共団体（以下「国の機関等」という）が行う行為については、「景観法に基づく
行為の届出」は必要なく、代わりに「景観法に基づく行為の通知」が必要です。 

また、景観法に基づく罰則の適用がありません。 

 規模や制度の主旨などは、届出に示す事項と変わりませんが、具体的には以下のような手続上の違い
があります。国の機関等においては、本ページをご覧いただき、景観法に基づく手続を行ってください。 

 

１－① 対象行為・規模  → 事前協議パンフレットの対象行為・規模と変わりません。 
 

１－② 届出の流れ 

  → 「文京区景観づくり条例による事前協議」は必要ありません。「景観法に基づく行為の届出」
の代わりに、「景観法に基づく行為の通知」が必要です。具体的な流れは、以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

１－③ 届出書類 

→ 景観計画区域内における行為の通知書及びパンフレットの届出書類に掲載している事前協議
図書を、景観法に基づく行為の通知を行う際に提出してください。 

 
 
 
１―④ 景観配慮事項等 

→ 景観形成基準に記載している事項に加え、『「文京区景観計画」に定める「公共施設の整備に
関する景観配慮事項」』に沿って、景観へのご配慮をお願いします。（ただし、景観法に基づく
罰則の適用はありません。 

区との事前相談 

景観法に基づく行為の通知書提出 

アドバイザー会議 

書類審査・現地調査 

アドバイザー会議 

開催日の１週間前 

までに提出 

《
景
観
法
に
基
づ
く
通
知
》 

４５日間程度 

景観法に基づく協議事項の有無通知 

計画の再検討 手続終了 

計画通知、長期優良住宅の認定の申請等  

行為の着手 

完了報告書の提出（2 部） 

現地確認・問題の有無 

完了 
 

景観法に基づく行為の
変更通知書提出（４部） 

行為の届出後に色彩等 
の変更が生じた場合 

工事完了 
アドバイザー会議 

適合審査 

計画の再検討 


